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Ⅰ　調査の目的
　平成２７年４月１日から「地方教育行政の組織及び運営
に関する法律の一部を改正する法律」が施行された。教
育委員会は執行機関として維持されたが，教育行政の明
確化を図るために教育委員長と教育長を一本化した新教
育長が設置されたほか，総合教育会議の新設や教育大綱
の策定など教育委員会と首長の連携が強化された。社会
情勢が大きく変動する中での６０年ぶりの大きな制度改
正となったが，この改正は教育長や事務局職員の資質・
能力のさらなる向上を図ることによりその役割を果たす
ことを求めている。
　新教育委員会制度が施行され３年が経過し，「新教育委
員会制度への移行に関する調査」（文部科学省初等中等教
育局）による全国市町村レベルのデータが公表されるな
ど，少しずつデータが蓄積されつつあるが，総合教育会
議や教育大綱等に関する運用実態の調査は殆ど行われて
いない。本研究は，徳島県市町村及び教育委員会の取り
組みを質問紙により調査し，新教育委員会制度下におけ
る総合教育会議や教育大綱等の運用実態を明らかにする
ことが目的であり，今後の教育行政の基礎資料となるも
のであると考える。
北島　孝昭，阪根　健二＊
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抄録：この研究は，質問紙調査から徳島県市町村における新教育委員会制度下での教育行政の推進状
況を明らかにすることが目的である。調査の結果，総合教育会議の事務局を首長部局が担当する割合
（７３.７％）は，全国（４８.３％）と比べて１.５倍であった。４市町村は，総合教育会議を開催しなかった
年度があり，首長及び教育委員会以外の参加者としては，財政担当や企画担当の参加割合が高かった。
議題や協議内容に関し，全国の市町村と比べて，徳島県市町村が１０％以上高い項目は，地域とともに
ある学校，学校における防災対策や災害発生時の対応方針，幼児教育や保育の在り方とその連携，子
育て支援であり，全国の市町村と比べて，１０％以上低い項目は，学校への専門人材や支援員の派遣で
あった。また，徳島県市町村は，議事録を公表していない割合が高かった。
キーワード：市町村教育委員会　新教育委員会制度　総合教育会議　教育大綱
Abstract：It is a purpose that this study clarifies the promotion situations of educational administrations 
under the new Board of Education System in Tokushima municipalities from inventory survey. As the result, 
the ratio 73.7% that a mayor bureau is in charge of general education meeting is 1.5 times larger than the whole 
country 48.3%. Four towns had the year when they did not hold a general education meeting. Except mayor and 
the Board of Education, a participation ratio in charge of the financial charge and plan is larger than the whole 
country. About the discussion agenda, large items of 10% or more compared to the whole country are the 
school which there is with an area, disaster prevention measures and corespondence policy at the time of the 
disaster, the way of preschool education, the childcare and the cooperation, child care support. On the other 
hand, low item more than 10% is dispatch of the specialized talented person and the member of support to a 
school. The ratio that the minutes are not revealed is high.
Keywords：municipal board of education new system of board of education general education meeting 
education general rules
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Ⅱ　調査の方法
　質問紙では，徳島県内の市町村及び教育委員会を対象
に，総合教育会議の開催状況，議事録の公表，協議内容，教
育大綱の策定状況及び公表，外部意見の聴取，新教育委
員会制度施行後の成果などについて調査を実施し，単純
集計から得られた調査結果をまとめた。一部の市町村に
ついては，電話及びホームページにおいて公表状況等の
確認を行った。
・調査名：「徳島県市町村における新教育委員会制度に
関する調査」
・実施期間：２０１８年４月下旬〜５月中旬
・対象：徳島県市町村及び教育委員会（２４市町村）
・有効回答数：１９市町村（回答率　７９.２％）
・主な質問項目は以下のとおりである。
　１総合教育会議の開催状況
　２総合教育会議の参加者及び協議内容
　３総合教育会議の議事録作成及び公表
　４教育大綱策定及び外部意見聴取
　５教育大綱の公表及び記載事項
　６教育大綱推進課題，新教育委員会制度施行後の成果
Ⅲ　新教育委員会制度下での教育行政の調査結果
１．総合教育会議の設置及び開催状況
　首長が主宰する総合教育会議は，首長と教育委員会と
いう対等な執行機関同士の協議・調整の場であり，合意
した方針の下にそれぞれが所管する事務を執行するもの
である。改正法施行の平成２７年度中には，徳島県内す
べての市町村で設置された。表１は，総合教育会議の事
務局の状況である。首長部局が担当（７３.７％），教育委員
会事務局に委任（２１.１％），教育委員会事務局に補助執行
させた（５.２％）である。文部科学省「新教育委員会制度
への調査」による全国の市町村では，首長部局が担当
（４８.３％），教育委員会事務局に委任（２５.２％），教育委員
会事務局に補助執行させた（２６.５％）であり，徳島県で
は，首長部局が主導的である。表２は，市町村別の開催
状況である。開催回数の３年間の平均は１.４回／年，内
訳は市（１.６回／年），町村（１.３回／年）である。ただし，
４市町村は開催しなかった年度があり，決して多い状況
ではないといえよう。協議においては，教育政策につい
て，ほとんどの市町村で，新規の教育政策を協議（８９.５％）
しており，既存政策を議論（５７.９％）するより多かった。
２．総合教育会議の参加者及び協議内容
　表３は，総合教育会議における首長及び教育委員会以
外の参加者の状況である。ここで最も多いのは参加者な
し（５２.６％），次に財政担当（２１.１％），企画担当（２１.１％），
その他（１０.５％），校長（５.３％）となった。半数以上の
市町村で，この３年間首長と教育委員会のみの会議に
なっている。表４は，議題や協議内容を具体的にまとめ
たものである。最も多いのは教育大綱策定（９４.７％），次
いで学校等の施設整備（４７.４％），学力向上施策（４２.１％），
子育て支援（４２.１％），地域とともにある学校（３６.８％），
その他（３６.８％），いじめ防止対策（３１.６％），ICT環境
の整備（３１.６％），幼児教育・保育の在り方やその連携
（３１.６％）と続いている。全国の市町村では，教育大綱策
定（９６.６％），学校の施設整備（４４.８％），学力向上施策
（４４.５％），いじめ防止対策（３８.４％），ICT環境の整備
（２９.３％），子育て支援（２７.７％），幼児教育・保育の在り
方やその連携（２４.５％）であり，ほぼ同じ傾向にあった。表
５は，会議に使用した説明資料であり，最も多いのは，
教育に関する数値やデータ（７３.７％），次いで全国学力テ
ストの分析結果を説明（２１.１％），その他（５.３％），なし
（５.３％）である。
３．総合教育会議の議事録等作成及び公表
　表６は，総合教育会議の議事録等の作成である。議事
録を作成している（８４.２％），議事概要のみ作成している
（１５.８％）となり，徳島県内各市町村で議事内容が説明で
きる状況である。全国の市町村では，議事録を作成して
いる（６４.８％），議事概要を作成している（３４.１％），作
成していない（１.０％）である。表７は，議事録等の公表
の状況である。自治体ホームページ（３６.８％），公表して
いない（３６.８％），その他（２６.３％），自治体広報紙（０.０％）
であり，全国の市町村では，自治体ホームページ（６４.４％），
その他（２７.１％），公表していない（８.５％）であり，公
表についてはやや低調であった。表８は，平成２９年度
に総合教育会議以外で教育委員会と首長の意見交換の状
況をまとめたものである。２市（１０.５％）が実施したと
回答している。全国の市町村では，意見交換した（２０.０％）
である。
４．教育大綱策定及び外部意見の聴取
　表９は，教育大綱策定状況である。最も多いのは新規
に策定（７３.７％），既存計画や他の計画を充てた（２６.３％），
策定中（０.０％）であり，県内各市町村で策定済であった。
全国の市町村では，新規に策定した（６５.１％），既存計画
等をもって充てた（３２.１％），策定中（２.８％）である。
表１０は，教育大綱策定時の参考資料である。各市町村
の総合計画（５７.９％），教育振興基本計画（５７.９％），そ
の他（１５.８％），都市計画マスタープラン（０.０％）であっ
た。表１１は，教育大綱の決裁主体であり，首長（７３.７％），
教育委員会（２６.３％）であった。表１２は，教育大綱策定
の主な担当で，教育委員会（５２.６％），首長部局（４７.４％）
であった。表１３は，策定関係部署であり，教育委員会
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の学校教育担当（８９.５％），社会教育担当（５２.６％），首
長部局の総務・企画政策担当（５２.６％），教育研究所等
（１０.５％），その他（０.０％）であった。表１４は，策定時
の外部意見聴取の状況である。最も多いのは，外部意見
聴取なし（６３.２％），次いで検討委員会を設置（２１.１％），
有識者から（１５.８％），その他（１０.５％），県教育委員会
から（５.２％）であった。表１５は，検討委員会が設置さ
れた４市町村の委員の属性であるが，教育委員会事務局
職員・学校管理職・有識者がそれぞれ７５.０％，学校教員
が５０.０％，首長部局の企画政策担当・その他がそれぞれ
２５.０％であった。表１６は，教育大綱策定時の外部相談
先として，最も多いのは外部相談先なし（７８.９％），企業
（１０.５％），大学（５.３％），先進地の担当者（５.３％），その
他（５.３％）であった。
５．教育大綱記載事項及び公表
　表１７は，教育大綱の記載項目である。最も多いのが
学力の向上（９４.７％），次いでスポーツによる健康増進や
地域活性化（８９.５％），地域とともにある学校づくり
（７８.９％），学校等の施設整備（７８.９％），いじめ防止対策
（６３.２％），ICT環境の整備（６３.２％），青少年健全育成と
生徒指導の連携（６３.２％），幼児教育・保育の在り方や連
携（５７.９％），子育て支援（５７.９％），学校における防災
対策や災害発生時の対応方針（５２.６％）と続いている。
表１８は，教育大綱の公表である。公表している（８９.５％），
公表未定（１０.５％）であり，表１９の公表方法では，自治
体ホームページ（８８.２％），その他（１１.８％）であった。
６．教育大綱推進の課題と工夫
　表２０は，教育大綱推進への課題である。最も多いの
は，新規事業の予算や人員の裏付けが得にくい（３１.６％）
及び推進への課題なし（３１.６％），次いで評価や改善に結
び付きにくい（２６.３％），他の関係機関との連携が難しい
（１５.８％），他の部局との連携が不十分である（１０.５％），
策定したが殆ど利用されていない（１０.５％），具体的な事
業や学校の取り組みに生かされていない（１０.５％）である。
表２１は，教育大綱に係る指定校である。研究指定校が
ある・以前あった共に各１町に留まった。表２２は，研
究指定の内容であり，具体的には，コミュニティースクー
ル，情報化教育，発達支援及び保小中一貫教育であった。
表２３は，研究指定校の整備事項である。整備されたの
は，パソコン・タブレット（１００.０％），加配（５０.０％），
電子黒板（５０.０％），校内無線・LAN整備（５０.０％）で
あった。
７．新教育委員会制度施行後の成果
　表２４は，新教育委員会制度施行後の成果である。最
も多いのは地域の情報化推進方策として学校ICT環境の
整備（３６.８％），次いで首長部局の地域活性化策と連動し
て小規模校の統廃合や小中一貫校の推進（３１.６％），福祉
部局と子育て全般を議論し就学前の保育及び教育の連携
充実（２６.３％）及び成果なし（２６.３％）であった。ただ，
５市町村が，成果なしの回答であった。
　少人数学級・特別支援学級等を議論することで，学習
支援員など人的体制の充実（２１.１％），定住人口増加促進
を議論する中で，学力向上施策や子育て支援施策の情報
発信が充実（２１.１％）等，首長部局と協議して実践して
いる点は大きな成果であろう。
Ⅳ　考察と所感
１．調査結果から見えること
　徳島県市町村における新教育委員会制度下での教育行
政の推進状況を明らかにすることを目的に，質問紙調査
が実施されたが，総合教育会議及び教育大綱に関する特
徴的な結果は以下のとおりである。
⑴　総合教育会議の事務局を首長部局が担当しているの
は７３.７％であり，全国の４８.３％と比べて１.５倍高く，
徳島県内の市町村は，首長部局と連携しやすい状況に
あるといえる。ただ，開催回数は１.４回／年であり，４
市町村は開催しなかった年度があることは，教育行政
について，首長から教育委員会への委任する程度が大
きいことを示していると受け取れる。ベネッセ（２０１５
年１２月）によれば，全国市町村の開催回数は１回
（４４.１％），２〜３回（４１.６％）であり，小川（２０１５）
は，都道府県レベルで３.８回と調査結果を報告している。
　　また，首長・教育委員会以外の参加者の傾向では，
財政担当（２１.１％），企画担当（２１.１％）であり，首長
部局と整合性を取ろうと意識していると推測される。
この他に，総合教育会議開催時に，関係者等が参加し
た割合は，全国（９.８％）と比べて２.１倍高いことも，
少ない会議数の中で，何らかの成果を得ようとする動
きが推測される。
　　総合教育会議の議題や協議内容で多い事項は，教育
大綱策定（９４.７％），学校施設整備（４７.４％），学力向
上（４２.１％），子育て支援（４２.１％），地域とともにあ
る学校（３６.８％），いじめ防止対策（３１.６％），ICT環
境の整備（３１.６％），幼児教育・保育の在り方やその連
携（３１.６％）である。全国の市町村では，教育大綱策
定（９６.６％），学校施設整備（４４.８％），学力向上施策
（４４.５％），いじめ防止対策（３８.４％），ICT環境の整備
（２９.３％），子育て支援（２７.７％），幼児教育・保育の在
り方やその連携（２４.５％）である。両者ともよく似た
傾向であるが，議題や協議内容に関しては，全国の市
町村と比べて徳島県市町村が１０％以上高い項目は，地
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域とともにある学校・学校における防災対策や災害発
生時の対応方針・幼児教育や保育の在り方とその連携・
子育て支援であった。こうした動きは，教育委員会の
現体制で最も困難な業務であり，指導主事或いは嘱託
職員等の教育専門職の人数が少ないため，地域の資源
を活用して学校を活性化できる状況ではない実態が見
えてくる。また，次期学習指導要領は，教職員だけの
ものでなく，学校は子どもや保護者のみならず，地域
や企業にも発信していくことを求めていることから，
総合教育会議においても，首長と協議したという結果
が，全国より１４％も高い割合を生み出しているのかも
しれない。一方，１０％以上低い項目は学校への専門人
材や支援員の派遣である。これは人件費の増額の件で
あり，首長と方針を協議し，具体的な教育計画を含む
要望資料を提出すれば効果が出やすい項目である。全
国都道府県教育長協議会研究報告書（平成２８年３月）
において，「総合教育会議の議題については，大綱策定，
教育予算，学校環境，幼児教育・保育と小学校の連携，子
どもの文化活動や地方創生総合戦略，子どもの貧困対
策，学力向上，いじめ，不登校など首長との連携が必
要なことや県民の関心が高い事項が取り上げられてい
る。」と報告されており，ベネッセ（２０１５年１２月）
においても，総合教育会議の議題で多い順に，学力向
上施策，学校等の施設整備，いじめ防止対策，子育て
支援であった。
⑵　教育に関する大綱は，国の教育振興基本計画の基本
的な方針を参酌し，地方自治体の総合計画及び個別計
画を参考に教育学術及び文化に関する総合的な施策に
ついて，その目標や根本となる方針として首長が策定
するものである。教育大綱は徳島県内の全市町村で策
定済であるが，新規に策定した（７３.７％）が全国
（６５.１％）と比べて高いのは，法改正に至る経過を重
く受け止めた市町村が多いのでないかと推測される。
教育大綱は，政策形成手続きの観点から，有識者等の
意見聴取，掲載項目の内容等の検討が重要だと考える
が，徳島県内の場合，策定時の外部意見聴取で最も多
いのは，なし（６３.２％）で，外部相談先で最も多いの
も，なし（７８.９％）であった。大綱の多くが新規に策
定されたものの，外部意見が殆ど反映されなかったこ
とは残念である。
　　文部科学省初等中等教育局の通知によれば，当初教
育大綱の主たる記載事項は，学校の耐震化，学校の統
廃合，少人数教育の推進，総合的な放課後対策，幼児
教育・保育の充実等，首長の有する権限に係る事項に
ついての目標や方針が考えられていた。徳島県市町村
の教育大綱の主な記載事項は，学力向上（９４.７％），ス
ポーツによる健康増進や地域活性化（８９.５％），地域と
ともにある学校づくり（７８.９％），学校等の施設整備
（７８.９％），いじめ防止対策（６３.２％），ICT環境の整備
（６３.２％），青少年健全育成と生徒指導の連携（６３.２％），
幼児教育・保育の在り方やその連携（５７.９％），子育て
支援（５７.９％），学校における防災対策や災害発生時の
対応方針（５２.６％）であり，文部科学省の通知と異な
り，具体的な地域の課題が記載されている。
　　「市町村教育委員会の指導行政について」（２０１８）で
の調査結果においても，教育委員会が重視する業務は，
多い順に人権・同和教育，特別支援教育，学校施設管
理，学校管理運営支援，社会教育，生徒指導，教育相
談であり，ここでも地域課題が主となっている。
　　教育大綱の推進課題は，新規事業の予算や人員の裏
付けが得にくい（３１.６％），評価や改善に結び付きにく
い（２６.３％）であり，学校教育の感覚と違いがあり，
管理的な部分であるが，よく校長等の管理職になって，
初めて多くの物事が行政判断に基づいて進められてい
ることを実感すると聞くことがある。行政感覚は，議
会，予算，数字が基本となっている。課題に関するデー
タを集めて鮮明化して提案型の要望として提出し事業
化している教育委員会もあるが，この点が県内では課
題があるようだ。
⑶　公表に関して気になることは，総合教育会議の議事
録を公表していない（３６.８％）が，全国（８.５％）と比
べて４.３倍も多いことである。法改正の趣旨からも大い
に改善が望まれる。教育大綱の公表についても，未定
（１０.５％）という点は改善の必要があり，策定された大
綱は広く周知し地域とともに子どもを育てようとする
のが改正法の趣旨であるといえる。
⑷　新教育委員会制度施行後の成果は，学校ICT環境の
整備（３６.８％），次いで小規模校の統廃合や小中一貫校
の推進（３１.６％），就学前の保育及び教育の連携充実
（２６.３％）である。「市町村教育委員会が直面している
課題について」（２０１７）での調査結果でも，各教育長
にとって学校統廃合が大きな課題であった。今回の調
査で，２番目の成果として統廃合が挙がったことは，
新教育委員会制度の順調な推進を感じる。全国の市町
村では，連携強化により得られた主な成果は，ふるさ
と教育・キャリア教育を議題とすることで，首長部局
と実践的な教育カリキュラムを策定したり，地域の財
産（自然・歴史・人物）と市民力を活用した学校づく
り・地域づくりを推進したりしたことであり，首長部
局との連携が，大きな成果を挙げている。こうした全
国の政策を大いに参考にしたいものである。
２．新教育委員会制度の推進充実に向けて
　約６０年ぶりに抜本的な法改正が行われ，新教育委員会
制度が，平成２７年４月１日にスタートした。権限が大
きくなる新教育長へのチェック機能の強化の観点から，
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教育委員から教育委員会会議の招集を求めることができ
る規定が設けられ，教育委員の一層の役割が期待されて
いる。また教育に関する予算の編成・執行や条例提案な
ど重要な権限を有している首長と教育委員会が総合教育
会議における協議・調整を通して，地域の教育やあるべ
き姿を共有し，住民への説明責任を果たすため，会議は
原則公開し議事録も公表することが重要となっている。
小川・村上（２０１４）は，首長による教育行政への関与は
容易になったと報告している。本田（２０１６）は，会議事
務局，開催回数，参加者に着目し，首長による事前コン
トロールの度合いに関する研究を報告している。今回の
調査研究は，学際的性格を考慮しながら，徳島県市町村
では新教育委員会制度がどのように運用されているのか，
総合教育会議の開催や大綱の策定を通じて首長と教育委
員会及び教育行政の推進状況を調査し，実証的に明らか
にすることであった。徳島県内の市町村においては，首
長部局と連携しやすい状況にあるといえる。また，首長
及び教育委員会以外の参加者としては，財政担当や企画
担当の参加割合が高いことも特徴の一つである。徳島県
市町村及び教育委員会においては，ドラスティックに教
育行政の在り方を変えるのでなく，学校等の施設整備，
学力向上施策，子育て支援，地域とともにある学校づく
りなど，各市町村における個別課題に取り組みながら
徐々に新制度に対応しようとしていることが伺えたが，
教育大綱の策定に関して，外部意見の聴取がほとんどな
されなかったり，総合教育会議の議事録を公表していな
かったりした割合が全国に比べて高いことは，改善の余
地があるといえる。
　新教育委員会制度の内容は，教育委員会制度の在り方
や国，都道府県，市町村の役割分担とそれぞれの関係の
在り方，学校と教育行政，保護者・地域住民との関係の
在り方などが取りまとめられた「今後の地方教育行政の
在り方について（平成２５年１２月１３日）」に詳しく書か
れている。何よりも，今回の教育委員会制度改革の契機
となった教育行政における責任の所在の明確化，教育委
員会の審議の形骸化，いじめへの迅速な対応，民意の反
映といった課題を忘れてはならない。また安心して暮ら
せ，子育てや教育もできるのが地方の強みであり徳島県
市町村が持つ価値である。そしてグローバル化が進む日
本では既存の殻を破るような人間が求められているが，
次期学習指導要領には，「学習指導要領が，学校教育を通
じて子どもたちが身につけるべき資質・能力や学ぶべき
内容，学び方の見通しを示す『学びの地図』として，教
職員のみならず，子ども自身が学びの意義を自覚する手
がかりとしたり，家庭・地域，民間企業等において幅広
く活用したりできるようにすることを目指す」とある。
平成３０年６月１５日には，今年度から５年間の教育施策
の方向性をまとめた第３期教育振興基本計画が閣議決定
され，教育に関するデータを基にして議論する動きはい
よいよ大きくなっている。変化の激しい社会状況を客観
的に認識しながら多岐にわたる教育施策の計画的な推進
が必要とされている。これまで以上に首長と教育委員会
が意思疎通を図り，総合教育会議の公開及び議事録の公
表を徹底し，高められた情報発信力で住民への説明責任
を果たす教育行政が期待されている。制度は改正しただ
けでは機能するものでなく，改正の趣旨を共有し徳島県
内の全市町村及び教育委員会において今まで以上にしっ
かりと運用していきたいものである。
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表１　総合教育会議の事務局
全国市町村数
総合教育会議の事務局
％％町村市
４８.３７３.７１４９５１　首長部局が担当した
２５.２２１.１４４０２　首長が教育委員会事務局に委任した
２６.５５.２１０１３　首長が教育委員会事務局に補助執行させた
１００.０１００.０１９１３６計
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　　　（平成２９年９月１日文部科学省）
表２　総合教育会議開催状況
教育政策の
協議について計
平成
２９年度
平成
２８年度
平成
２７年度
既存政策新規政策回数回数回数回数順不同
○○３１１１市　１
○３１１１　　２
○４１１２　　３
○○６２２２　　４
○６２２２　　５
○７１３３　　６
３５２９８１０１１小計
－－１.６１.３１.７１.８平均
○○７３２２町村１
○○８２３３　　２
○○４１０３　　３
○３１１１　　４
○４１１２　　５
○３１１１　　６
○○４１１２　　７
○２１０１　　８
○○５１１３　　９
○２０１１　　１０
○○３１１１　　１１
○○３１１１　　１２
○１０１０　　１３
８１２４９１４１４２１小計
－－１.３１.１１.１１.６平均
１１
（５７.９％）
１７
（８９.５％）７８２２２４３２市町村計
－－１.４１.２１.３１.７平均
表３　首長及び教育委員会以外参加者（複数可）
市町村数
首長及び教育委員会以外の参加者
％町村市
０.００００１有識者
２１.１４４０２財政担当
２１.１４１３３企画担当
０.００００４学校運営協議会委員
０.００００５ＰＴＡ
０.００００６企業
０.００００７スポーツ関係
５.３１１０８校長
１０.５２０２９その他
５２.６１０７３１０なし
２１１３８計
表４　議題・協議内容（複数可）
全国市町村数
議題・協議内容
％％町村市
９６.６９４.７１８１２６１教育大綱策定
３８.４３１.６６５１２いじめ防止対策
２２.３３６.８７７０３地域とともにある学校
２４.４１５.８３２１４学校への専門人材や支援員の派遣
４４.８４７.４９８１５学校等の施設整備
２９.３３１.６６５１６ＩＣＴ環境の整備
４４.５４２.１８６２７学力向上施策
１１.６５.２１１０８少人数教育の推進
９.５２１.１４４０９学校における防災対策や災害発生時の対応方針
２４.５３１.６６３３１０幼児教育・保育の在り方やその連携
１３.６１５.８３２１１１福祉部局と連携した総合的な放課後対策
２７.７４２.１８７１１２子育て支援
１２.９１５.８３２１１３就学援助の充実
１７.９１０.５２２０１４青少年健全育成と生徒指導の連携
１９.５２１.１４３１１５スポーツを通じた健康増進や地域活性化
３５.９３６.８７１６１６その他（働き方　英語教育　学校統廃合など）
９５７０２５計
全国：新教育委員会制度への移行に関する調査
　　　（平成２９年９月１日文部科学省）
№３３ ４１
表５　会議説明資料（複数可）
市町村数
会議説明資料
％町村市
２１.１４３１１全国学力テストの分析結果を説明
７３.７１４９５２教育に関する数値やデータを説明
０.００００３福祉等に関する数値やデータを説明
５.３１１０４その他
５.３１１０５なし
２０１４６計
表６　総合教育会議　議事録等作成
全国市町村数
議事録等作成
％％町村市
６４.８８４.２１６１１５１議事録を作成している
３４.１１５.８３２１２議事概要のみ作成している
１.００.００００３作成していない
１００.０１００.０１９１３６計
表７　総合教育会議　議事録等公表（複数可）
全国市町村数
議事録等公表
％％町村市
６４.４３６.８７１６１自治体ホームページ
０.００.００００２自治体広報紙
８.５３６.８７７０３公表していない
２７.１２６.３５５０４その他
１９１３６計
表８　平成２９年度に総合教育会議以外で
　教育委員会と首長の意見交換
全国市町村数
教育委員会と首長の意見交換
％％町村市
２０.０１０.５２０２意見交換した
２０.０１０.５２０２計
表９　教育大綱策定状況
市町村数
教育大綱策定状況
％町村市
７３.７１４１０４１新規に策定
２６.３５３２２既存計画や他計画を充てた
０.００００３策定中
１００.０１９１３６計
表１０　教育大綱策定時の参考資料（複数可）
市町村数
教育大綱策定時の参考資料
％町村市
５７.９１１９２１総合計画
５７.９１１５６２教育振興基本計画
０.００００３都市計画マスタープラン
１５.８３２１４その他
２５１６９計
表１１　教育大綱決裁主体
市町村数
教育大綱決裁主体
％町村市
２６.３５４１１教育委員会
７３.７１４９５２首長
１００.０１９１３６計
表１２　教育大綱策定主な担当
市町村数
教育大綱主な担当
％町村市
５２.６１０６４１教育委員会
４７.４９７２２首長部局
１００.０１９１３６計
表１３　策定関係部署（複数可）
市町村数
策定関係部署
％町村市
８９.５１７１３４１教育委員会の学校教育担当
５２.６１０７３２教育委員会の社会教育担当
５２.６１０７３３首長部局の総務・企画政策担当
１０.５２０２４教育研究所等
０.００００５その他
３９２７１２計
表１４　策定時に外部意見聴取（複数可）
市町村数
策定時に外部意見聴取
％町村市
１５.８３１２１有識者から
５.２１１０２県教育委員会から
２１.１４２２３検討委員会を設置
１０.５２１１４その他
６３.２１２１０２５なし
２２１５７計
表１５　検討委員会委員属性（複数可）
市町村数
検討委員会委員属性
％町村市
７５.０３２１１教育委員会事務局職員
２５.０１１０２首長部局の企画政策担当
７５.０３２１３学校管理職
５０.０２１１４学校教員
７５.０３２１５有識者
２５.０１０１６その他
１３８５計
表１６　教育大綱外部相談先（複数可）
市町村数
外部相談先
％町村市
５.３１０１１大学
５.３１１０２先進地域の担当者
１０.５２１１３企業
５.３１１０４その他
７８.９１５１１４５なし
２０１４６計
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表１７　教育大綱掲載項目（複数可）
市町村数
教育大綱掲載項目
％町村市
９４.７１８１３５１学力の向上施策
６３.２１２７５２いじめ防止対策
７８.９１５９６３地域とともにある学校づくり
７８.９１５１０５４学校等の施設整備
３６.８７４３５学校への専門人材や支援員の派遣
６３.２１２７５６ＩＣＴ環境の整備
６３.２１２８４７青少年健全育成と生徒指導の連携
８９.５１７１１６８スポーツによる健康増進や地域活性化
５２.６１０６４９学校における防災対策や災害発生時の対応方針
５７.９１１８３１０幼児教育・保育の在り方やその連携
１０.５２２０１１福祉部局と連携した総合的な放課後対策
５７.９１１７４１２子育て支援
３１.６６３３１３就学援助の充実
１５.８３１２１４少人数教育の推進
１０.５２１１１５その他
１５３９７５６計
表１８　教育大綱公表
市町村数
教育大綱公表
％町村市
８９.５１７１１６１公表している
０.００００２今後公表予定
１０.５２２０３公表未定
１００.０１９１３６計
表１９　教育大綱公表方法（複数可）
市町村数
教育大綱公表方法
％町村市
８８.２１５９６１自治体ホームページ
０.００００２自治体広報紙
１１.８２２０３その他
１７１１６計
表２０　教育大綱推進課題（複数可）
市町村数
教育大綱推進課題
％町村市
１０.５２２０１策定したが殆ど利用されていない
１０.５２２０２具体的な事業や学校の取り組みに十分生かされていない
０.００００３社会や自治体の変化を反映していない
２６.３５３２４評価や改善に結びつきにくい
１０.５２１１５他の部局との連携が不十分である
１５.８３２１６他の関係機関との連携が難しい
３１.６６４２７新規事業の予算や人員の裏付けが得にくい
５.３１１０８その他
３１.６６３３９なし
２７１８９計
表２１　教育大綱指定校
市町村数
教育大綱指定校
％町村市
５.３１１０１研究指定校がある
５.３１１０２現在はないが以前あった
８９.４１７１１６３ない
１００.０１９１３６計
表２２　研究指定内容（複数可）
市町村数
研究指定内容
％町村市
０.００００１学力向上
０.００００２いじめ防止
５０.０１１０３コミュニティスクール
５０.０１１０４情報化教育
０.００００５生徒指導
０.００００６食育
０.００００７防災教育
０.００００８幼児教育・保育の連携
０.００００９家庭学習
０.００００１０子育て支援
０.００００１１少人数教育
１００.０２２０１２その他
４４０計
表２３　研究指定校整備事項（複数可）
市町村数
研究指定校整備事項
％町村市
５０.０１１０１加配
０.００００２研究費の増額
１００.０２２０３パソコン・タブレットの整備
５０.０１１０４電子黒板
０.００００５電子教科書
５０.０１１０６校内無線・ＬＡＮ整備
０.００００７校内研修支援
０.００００８エアコン整備
０.００００９その他
５５０計
表２４　新教育委員会制度施行後の成果（複数可）
市町村数
新教育委員会制度施行後の成果
％町村市
２１.１４２２１少人数学級・特別支援学級等を議論することで，学習支援員など人的体制の充実
１０.５２２０
２首長部局といじめ等を協議する中で，ス
クールソーシャルワーカーなど人的体制
の充実
３６.８７５２３地域の情報化推進方策として，学校ＩＣＴ環境の整備
３１.６６３３４首長部局の地域活性化策と連動し，小規模校の統廃合や小中一貫教育校の推進
５.３１０１５学力や児童生徒の状況把握のための独自調査費が充実
１５.８３３０６首長部局と協議して，実践的なふるさと教育やキャリア教育等のカリキュラムの作成
５.３１０１７教育委員会が所管していた文化・スポーツに関する事務の首長部局への移管
１５.８３３０８地域の財産（自然・歴史・人物）と住民活動による学校づくりや地域づくりの推進
１５.８３３０９首長部局の地域支援施策と連携したコミュニティスクールの導入や促進
２６.３５２３１０福祉部局と子育て全般を議論し，就学前の保育及び教育の連携充実
１５.８３２１１１放課後対策で福祉部局と連携し，地域の放課後活動が充実
２１.１４４０１２定住人口増加促進を議論する中で，学力向上施策や子育て支援施策の情報発信が充実
５.３１１０１３学校防災の地域との連携充実に関して，災害発生時のフロー図作成など実践度が増した
２１.１４１３１４その他
２６.３５５０１５なし
５２３６１６計
